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は じ め に
2009年７月11日, 西アフリカのガーナを訪問した米国のバラク・オバ
マ (Barack Obama) 大統領は民衆の熱烈な歓迎を受けた。ガーナ議会にお
ける演説でオバマは,「我々は持続的で, 強力な民主主義国家を支えなく
てはならない」と述べ, 軍事独裁政権時代を経て, 議会制民主主義を定着
させているガーナを「民主主義とグッドガバナンスの模範国」として称賛
した。だがその一方で, 依然として専制的な国家が多く, 暴力や紛争が常
態化しているアフリカの現状を問題視し,「米国はパートナーとして, 外
交や技術援助, 後方支援を通じた協力を行うことができる」と外交安全保
障分野における支援を促進させる意向を示した。そして, この地域でプレ
ゼンスを強めている米アフリカ軍 (AFRICOM) が目指しているのは,「ア
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オバマ政権下の軍事的関与
対テロ, アフリカ政策を巡る一考察
山 本 健太郎
はじめに
１ オバマ政権の対テロ政策
(1) ｢オバマの戦争｣ (2) 転換点としてのビンラディン殺害
２ リビア軍事介入と「後方からの指揮」
(1) NATOの軍事作戦 (2) ｢後方からの指揮」を巡る議論
３ アフリカにおける「テロとの戦い」
(1) 米アフリカ軍と無人機の展開 (2) ソマリアにおける対テロ作戦
(3) マリにおける後方支援
おわりに
フリカ大陸に拠点を構築することではなく, 米国およびアフリカ, さらに
は世界の安全保障環境の改善という共通の課題に立ち向かうことである」
として, その戦略的重要性を強調した。
(１)
2012年の大統領選挙で再選を果たし, 政権二期目に入ったオバマは,
2013年６月26日から７月２日にかけて, セネガル, 南アフリカ, タンザ
ニアの三ヵ国を歴訪する。
(２)
南アフリカのケープタウン大学における演説で
オバマは, アフリカの経済的機会の向上および貧困対策として, 安定的な
電力供給の必要性を説き,「パワー・アフリカ」という新たな方針の下に,
アフリカ諸国の電力事業に対して, 今後５年間で70億ドルの支援を行う
ことを約束した。
(３)
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(１) Barack Obama(Speech,July 11,2009),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/remarks-president-ghanaian-
parliament (2013年８月５日アクセス)。2012年６月, オバマ政権はサブサ
ハラ (Sub-Sahara) 地域に関する戦略文書を発表した。同文書では主要な
目的として, 第一に, 民主主義制度の強化, 第二に, 経済成長や貿易, 投
資の促進, 第三に, 平和と安全保障の向上, 第四に, 機会と発展の奨励と
いった課題を挙げている。第三の平和と安全保障の向上としては,「テロ
との戦い」の重要性に言及し, 米国民や友好国の国民を守るために, アル
カイダ (Al-Qaeda) および, 彼らと連携する組織や信奉者を「崩壊させ,
解体し, 打ち負かす」ことに全力を尽くすと述べられている。そして, そ
うした目的を実現するために, アフリカ諸国や国際機関との緊密な協力が
必要であるとして, 特に国連平和維持活動に対する支援の意義を強調して
いる。
The White House, U. S. Strategy Toward Sub-Saharan Africa, June 2012,
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/docs/africa_strategy_2.pdf (2013
年８月５日アクセス)
(２) オバマはタンザニアで, かつてテロ攻撃を受けた米大使館跡地を訪問
し, 犠牲者に対して黙祷を捧げた。1998年８月７日, ケニアのナイロビ
(Nairobi) とタンザニアのダルエスサラーム (Dar es Salaam) の米大使館
をイスラム過激派グループが攻撃し, 二つの同時爆破テロによって計224
人が死亡していた。
こうしたオバマ外交の活発な動きに見られるように, 現在, 米国のアフ
リカへのコミットメントは軍事および経済両面で強まっている。特に軍事
面では, アフガニスタンやイラクからの「出口戦略」を進める一方で, ア
フリカにおける「テロとの戦い」への関与の度合いは増してきている。こ
れら一連の動きからは, オバマ政権が掲げる「アジア・シフト」ならぬ
「アフリカ・シフト」が図られているとさえ言えよう。
(４)
冷戦期において, 米国はアフリカを戦略上, 必ずしも重要な地域と見な
しておらず, ワシントンにとっての戦略的要衝はあくまで欧州やアジア,
中東地域であった。しかし, 冷戦後, 特に21世紀に入ると, 米軍の活動
など軍事的プレゼンスが徐々に強まっていく。その背景としては, 同地域
でテロ行為を活発化させているアルカイダ系イスラム過激派組織との「テ
ロとの戦い」や, 石油などエネルギー資源へのアクセス, さらにはアフリ
カにおける政治・経済的台頭が顕著な中国への対抗といった理由が挙げら
れている。
(５)
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(３) The White House, FACT SHEET: Power Africa, June 30, 2013,
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/06/30/fact-sheet-power-
africa (2013年８月19日アクセス)
(４) Mother Jones, September 6, 2013. (2013年11月11日アクセス)
(５) 米国のアフリカ政策としては, Jahi Issa and Salim Faraji, “The Obama
Administration : Revisiting and Reconsidering AFRICOM,” The Journal of Pan
African Studies, Vol. 2, No. 9, 2009 ; J. Peter Pham, “AFRICOM from Bush to
Obama,” South African Journal of International Affairs, Vol. 18, No. 1, 2011 ;
Stefan Ganzle, “AFRICOM and US Africa policy : ‘pentagonising’ foreign policy
or providing a model for joint approaches?” African Security Review, Vol. 20,
No. 1, 2011 ; Sanjeev Kumar Shrivastav, “The Obama Administration’s Africa
Policy,” Africa Trends, Vol. 1, No. 5, 2012 ; Laura R. Varhola and Thomas E.
Sheperd, “Africa and the United States : A Military Perspective,” American
Foreign Policy Interests, Vol. 35, No. 6, 2013 ; 片原栄一「米国の対アフリカ
戦略―グローバルな安全保障の視点から―」 『防衛研究所紀要』第12巻第
さて, 現在のアフリカの安全保障環境に目を移すと, 第二次オバマ政権
発足と時を同じくして, 新たな軍事紛争がサヘル (Sahel) 地域で勃発し
ていた。2013年１月, マリ北部を実効支配していたイスラム過激派勢力
が中部地域を制圧したことを受けて, 首都バマコ (Bamako) への侵攻を
防ぐと共に, マリの主権を回復するためにフランスが軍事介入したのであ
る。フランソワ・オランド (	Hollande) 仏大統領は介入直後の演
説で,「テロとの戦い以外の目的はない」と明言し, 今回の介入が「新植
民地主義 (Neocolonialism)」的な権益の確保を巡るものではなく,「テロ
との戦い」であることを国内外にアピールした。
(６)
９・11同時多発テロ以降, 常に「テロとの戦い」の中心にいた米国は,
フランスに対する後方支援として, 兵士や機材の輸送, 空中給油機による
補給, さらには情報分野における協力を実施した。ただその一方で, 地上
部隊派遣の可能性については明確に否定する。こうしたワシントンの姿勢
には, オバマ大統領の「テロとの戦い」に対する認識や米国民の厭戦気分,
さらには深刻な財政問題といった要因が影響していると考えられる。
本稿では, オバマ政権の対テロ, アフリカを巡る軍事政策に焦点を当て
て考察する。考察の際には, 近年アフリカで拡大する米国のプレゼンスに
ついて, 無人機の展開や米アフリカ軍の動向に注目して検討する。事例と
しては, アフガニスタンにおける対テロ作戦を概観した上で, 欧米やアフ
リカ諸国の軍事介入に至ったリビアやソマリア, マリを巡る米国の関与の
形式を分析する。
(７)
アフガニスタンは, 本稿が注目するアフリカ以外の地域
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２･３合併号, 2010年を参照。
(６) 	Hollande (Discours,12 janvier 2013),
http://www.elysee.fr/declarations/article/declaration-du-president-de-la-
republique-a-l-issue-du-conseil-restreint-de-defense/ (2013年１月16日アクセ
ス)
(７) 筆者は, フランスのニコラ・サルコジ (Nicolas Sarkozy), およびオラ
であるが,「オバマの戦争」と称された対テロ作戦の分析は, 現政権の軍
事政策を理解する上で不可欠であることから検討に加える。以上のような,
包括的な考察を通じて, オバマ政権の対アフリカ政策の特質を論じていき
たい。
第１章第１節では, オバマ政権のアフガニスタン政策を概観する。第２
節では, ウサマ・ビンラディン (bin 	
) の殺害を受けて促進さ
れた「出口戦略」について検討する。第２章第１節では, リビアにおける
北大西洋条約機構 (NATO) の軍事介入過程について分析する。第２節で
は「後方からの指揮 (leading from behind)」を巡る議論について考察する。
第３章第１節では, 米アフリカ軍の動向について, 無人機の展開と共に検
討する。第２節では, ソマリアにおける米軍の軍事作戦について概観する。
第３節では, フランスのマリ軍事介入に対する米軍の後方支援に焦点を当
てて検討する。
１ オバマ政権の対テロ政策
(1) ｢オバマの戦争」
本節では, オバマ政権の対アフガンスタン政策について検討する。
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ンド政権下の軍事介入を研究対象としてきた。リビアやマリ介入を巡り,
米国は主に後方支援を通じてフランスや関係諸国に対する協力を実施した。
本研究は, 米国側の動向に焦点を当てて検討することで, アフリカにおけ
る欧米諸国の軍事的関与の「在り方」を多角的に分析するという問題関心
に基づいている。拙稿「リビアにおける NATOの軍事介入―フランスの
動きを中心に―」『日仏政治研究』第７号, 2013年；拙稿「サルコジ政権
における軍事介入―リビアとコートジボワールを事例として―」『法と政
治』第64巻第１号, 2013年; 拙稿「フランスのマリ軍事介入―オランド政
権におけるテロとの戦い―」『法と政治』第64巻第２号, 2013年；拙稿
「アフリカにおけるフランスの軍事介入―リビアからマリ, 連鎖する戦争
とテロ―」『法と政治』第64巻第３号, 2013年。
オバマは, 上院議員時代に反対したイラク戦争とは異なり, アフガニス
タンにおける「テロとの戦い」を「必要な戦争」と位置づけていた。その
ため政権発足後, 直ちに対アフガニスタン政策の再検討作業を開始し, 政
府内の激しい議論を経て, 2009年３月27日に「アフガニスタン包括戦略」
を発表した。
(８)
オバマ政権初の「アフガニスタン戦略」の特徴は, アフガニスタンとパ
キスタン両国を一体として対応する「アフパック (Af-Pak)」という政策
指針の下に, アルカイダの掃討が最重要課題であることを明確化したこと
であった。こうした問題設定に基づき, アフガニスタン治安部隊の強化や
パキスタン支援の増加といった方針が掲げられる。
(９)
また, 同戦略では4000人の米軍増派も決定された。すでに２月の段階
で, １万7000人の増派が発表されており, 合わせて２万1000人の増強と
なった。これにより, アフガニスタンに駐留する米軍部隊は６万8000人
に達した。ただ, こうした戦略策定の動きは第一段階であり, その後も国
家安全保障会議 (NSC) を中心に, アフガニスタン戦略の再検討作業は継
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(８) オバマ政権の外交安全保障政策については, Bob Woodward, Obama’s
Wars, Simon & Schuster, 2011 ; Trevor Mccrisken, “Ten years on : Obama’s
war on terrorism in rhetoric and practice,” International Affairs, Vol. 87, No. 4,
2011 ; Daniel W. Drezner, “Does Obama have a Grand Strategy? Why We
Need Doctrines in Uncertain Times,” Foreign Affairs, Vol. 90, No. 4, 2011 ;
西崎文子「転換点に立つオバマ外交 戦争終結後の課題」『国際問題』第
609号, 2012年；中山俊宏『介入するアメリカ 理念国家の世界観』勁草
書房, 2013年；菅原出『秘密戦争の司令官オバマ― CIAと特殊部隊の隠
された戦争』並木書房, 2013年を参照。
(９) The White House, White Paper of the Interagency Policy Group’s Report on
U. S. Policy toward Afghanistan and Pakistan, March 27, 2009,
http://www.whitehouse.gov/assets/documents/afghanistan_pakistan_white_
paper_final.pdf (2013年２月28日アクセス)
続される。
2009年12月１日, オバマ大統領は, ニューヨーク州ウエストポイント
(West Point) の陸軍士官学校で, 新たな「アフガニスタン戦略」を発表
した。演説の中でオバマは,「我々の最大の目標は, アフガニスタンとパ
キスタンのアルカイダを破壊し, 解体, 打倒することである」と述べ, ア
ルカイダの打倒が「テロとの戦い」における最重要課題であること改めて
強調した。
(10)
新戦略では, 深刻なアフガニスタンの治安状況を踏まえて, 新たに３万
人規模の米軍増派が決定された。これにより, アフガニスタンに駐留する
米軍部隊は, およそ10万人に達することになる。同戦略で特徴的であっ
たのが, 膨大な戦費の問題や国内の厭戦気分に配慮して, 増派と共に2011
年７月に撤退を開始するという「出口戦略」が示されたことであった。ア
フガニスタンを巡り, オバマ政権から米軍の撤退時期が明示されたのは初
めてであった。
こうして数度にわたる増派が決定され, 戦力の集中が図られたものの,
アフガニスタンの治安改善は遅々として進まなかった。厳しい情勢が続く
中, オバマ政権発足二年目を迎えた2010年, 米国政府は安全保障政策に
関する二つの重要文書を策定する。
一つ目が, 2010年２月に国防総省から発表された「米国防計画見直し
(QDR)」である。
(11)
同文書では,「テロとの戦い」について,「米軍は, パー
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(10) Barack Obama (Speech, December 1, 2009),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/remarks-president-address-
nation-way-forward-afghanistan-and-pakistan (2013年２月25日アクセス)
(11) United States Department of Defense, Quadrennial Defense Review, Feb-
ruary 2010, http://www.defense.gov/qdr/qdr as of 29jan10 1600.PDF
(2013年８月５日アクセス)。2010年版の QDRについては, 川上高司「米
国の新国防戦略を読み解く」『外交』第２号, 2010年を参照。
トナー国家の治安維持能力を強化し, テロリストや反乱軍の聖域にならな
いように協力する。(中略) 小規模な米軍の活動と受入国のリーダーシッ
プを重視することが, 大規模な対反乱作戦 [COIN] を実施するよりも一
般に好ましい」との見解が示された。これは「テロとの戦い」において,
受入国の役割を強化する一方で, 米国は特殊部隊や無人機を通じて「限定
的に関与」するといった方針の有効性を強調したものであった。QDRの
発表と軌を一にするように, この時期オバマ政権において無人機による攻
撃が増加していく。
さらに2010年５月, オバマ政権は, 包括的な安全保障政策の指針を示
す「国家安全保障戦略」を策定する。
(12)
2002年のブッシュ政権下では, 先
制攻撃を唱える「ブッシュ・ドクトリン」と称された同文書を巡り国内外
で議論が巻き起こった。オバマ政権の2010年版では, 国際協調を重視す
る姿勢を明確にし, 単独主義的な動きが際立ったブッシュ政権との違いが
強調された。QDRおよび「国家安全保障戦略」が示した「限定的な関与」
と国際協調重視という方針は, その後のオバマ政権における安全保障政策
の基軸となっていく。
(2) 転換点としてのビンラディン殺害
2011年に入り,「テロとの戦い」を続ける米国にとって転換点となる大
きな動きがあった。2011年５月２日, パキスタンの首都イスラマバード
(Islamabad) 近郊のアボタバード (Abbottabad) で, アルカイダの指導者
ウサマ・ビンラディンが, 米軍の海軍特殊部隊シールズ (SEALs) によっ
て殺害されたのである。９・11同時多発テロの首謀者とされる人物の死
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(12) The White House, National Security Strategy, May 2010,
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/rss_viewer/national_security_
strategy.pdf (2013年８月５日アクセス)
は, 米国が進める「テロとの戦い」において転機となるものであった。
ビンラディンの死を受けて演説したオバマ大統領は,「我々は国家安全
保障が脅かされ, 国民が殺されることを決して容認しない。今夜, アルカ
イダのテロ行為によって愛する人たちを失った家族に, 正義は成し遂げら
れたと言うことができる」と述べ, 米軍最高司令官として作戦の成功を誇っ
た。
(13)
アルカイダのトップであり, 象徴でもあるビンラディンの死によって,
オバマが進める「出口戦略」は勢いづくことになる。また, このビンラディ
ン殺害を巡る動きは,「テロとの戦い」において, 特殊部隊の有効性が確
認されたという意味合いも持っていた。
(14)
ビンラディン殺害から一カ月余りが経過した2011年６月22日, オバマ
大統領は演説を行い, ビンラディンの殺害やタリバンの勢力拡大の阻止,
アフガニスタン治安部隊の強化といった「テロとの戦い」における主要課
題が達成されたと語った。そして, これらの成果を踏まえて, 2009年に
増派した３万3000人を2012年９月までに撤退させると共に, 2014年末に
は, 米軍が保持する指揮権をアフガニスタン軍に移譲するとの方針を示し
た。
(15)
その際, オバマは撤退作業を進めることで, 米国は経済問題など国内
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(13) Barack Obama (Speech, May 2, 2011),
http://www.whitehouse.gov/blog/2011/05/02/osama-bin-laden-dead (2013年３
月１日アクセス)
(14) 2011年６月29日, オバマ政権は『国家対テロ戦略』を発表し, アルカ
イダの打倒に全力を注ぐと共に, 無人機や特殊部隊を重視する方針を強調
した。
The White House, National Strategy for Counterterrorism, June 29, 2011,
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/counterterrorism_strategy.pdf-
search=‘National+Strategy+for+TERRORIZM+WHITEHOUSE’ (2013年２
月20日アクセス)
(15) Barack Obama (Speech, June 22, 2013),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2011/06/22/remarks-president-
の課題に戦略的資源を集中する必要がある点を強調した。
しかし, オバマ演説で語られた「成果」とは異なり, 実際にはタリバン
の動きが活発化し, テロが頻繁に起こるなど, アフガニスタンの治安改善
が実現したと言える状況ではなかった。ハーミド・カルザイ (Hamid
Karzai) 政権の腐敗も深刻で, その正当性に対する疑念も強く, アフガニ
スタン政府は国民の支持を十分に得られていなかった。ただ, こうした様々
な問題を抱えつつも, オバマが演説で示した現状認識に基づき, 米国のア
フガニスタン戦争は「終結」に向かって進むことになる。
また, この演説では, オバマ政権の安全保障政策を特徴づける重要な見
解が示されていた。オバマは,「我々は情熱を持ちつつも, プラグマティッ
クになるべきである」と述べた上で,「米国が脅威にさらされた場合には
断固とした行動を取る」ものの, 紛争の性質によっては「大規模な部隊を
展開する必要はない」とする自身の考えを語った。そして, 当時進行中で
あったリビア介入について,「我々は国際協調に基づき行動しなくてはな
らない。NATOによる軍事介入が続くリビアにおいて, 我々は一人の兵
士も地上に送っていない。だが, 同盟国を支援し, リビアの人々が自らの
運命を決定できるようにチャンスを与えた」として, 国際協調とそれに基
づく政府の対応を自賛した。リビア介入を巡る動きについては次章で検討
する。
同演説以降,「出口戦略」は着実に進められ, 2012年９月20日にレオン・
パネッタ (Leon Panetta) 国防長官は, 予定通り, 増派した３万3000人の
撤退が完了したことを発表した。この時点で, アフガニスタンに駐留する
米軍部隊は６万8000人となった。2014年末までに, 米軍の戦闘任務が終
了することも決定しており, その後はアフガニスタン治安部隊の訓練やア
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way-forward-afghanistan (2013年２月27日アクセス)
ルカイダ残党の掃討といった限定的な対テロ作戦を行うことが想定されて
いる。
以上, オバマ政権の対アフガニスタン政策について検討した。政権発足
当初は大規模な増派が実施されたものの, ビンラディン殺害を一つの起点
として, 米軍部隊の撤退が確実に進められた。これら「出口戦略」と並行
して, 米国の「テロとの戦い」は, 無人機や特殊部隊を中心とする「限定
的な関与」に比重を移していく｡『ネーション』紙は, ９・11以降の「テ
ロとの戦い」において,「大規模な地上軍の展開による戦闘では, 米国は
勝利できないことが証明された」ことが, オバマ政権の方針に影響を与え
たと論じている。
(16)
これら経験に裏打ちされた戦略認識は, 他の地域におけ
る米国の軍事政策に対しても一定の影響を与えることになる。
２ リビア軍事介入と「後方からの指揮」
(1) NATOの軍事作戦
本節では, 2011年のリビア介入を巡る米国の動きについて, オバマ大
統領の演説に焦点を当てて検討する。
2011年３月19日, 米英仏を中心とする多国籍軍が, 北アフリカに位置
するリビアに軍事介入した。リビアでは,「アラブの春」の影響を受けて,
同年２月以降, 独裁政権に反対する勢力の動きが活発化していた。３月に
入ると, ムアンマル・カダフィ (Moamer Kadhafi) 政権側による反政府勢
力に対する弾圧がエスカレートし, 大量虐殺の恐れが強まっていった。こ
うした緊迫する事態に対処するために, 国連安保理決議に基づき, 軍事介
入がなされたのである。
(17)
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(16) The Nation, June 18, 2012. (2013年３月11日アクセス)
(17) リビア介入については, Amitai Etzioni, “The Lessons of Libya,” Mili-
tary Review, Vol. 92, No. 1, 2012 ; Ivo H. Daalder and James G. Stavridis,
リビア軍事介入の初期段階において, 米国は多国籍軍を指揮するなど,
制空権を確保する上で大きな役割を担った。だが, NATOに指揮権を移
譲した後 (2011年３月31日) は, 後方支援を主な任務としたことで, 同
盟の軍事作戦としては例外的に仏英両国が主導することになった。
リビア介入前, 米国政府は, アフガニスタンやイラクといった長期化し
た戦争からの「出口戦略」を模索しており, 当初イスラム地域に対する新
たな介入については消極的であった。米国の国内世論も, 軍事介入に否定
的な言説が目立った。しかし, 同盟国である英仏両国のアプローチやアラ
ブ連盟 (League of Arab States) の支持もあり, 最終的にオバマ政権は参
戦の決断をする。
2011年３月19日, 多国籍軍による攻撃開始を受けて, 訪問先のブラジ
ルで会見したオバマは,「これは, アメリカや我々のパートナーが望んだ
結果ではない。だが, 我々は独裁者が無慈悲な行動を取る中で, 傍観者で
はいられない」と語り, リビア市民を保護するために軍事介入したと語っ
た。ただ, オバマはこうして介入の正当性を訴える一方で, 国内世論に配
慮し,「地上部隊は派遣しない」ことも明言した。
(18)
2011年３月28日, 米国防大学で演説したオバマは,「我々の安全が直接
的な脅威に晒されていなくても, 我々の国益や価値に関わる場合には行動
を起こすことをためらってはならない。(中略) 米国のリーダーシップと
は, 単独で行動することや, あらゆる責務を担うということではない。真
のリーダーシップは, 他の人々と協調する条件を作り上げることである」
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“NATO’s Victory in Libya,” Foreign Affairs, Vol. 91, No. 2, 2012 ; Louis Fisher,
“Military Operations in Libya : No War? No Hostilities?” Presidential Studies
Quarterly, Vol. 42, No. 1, 2012 を参照。
(18) Barack Obama (Speech, March 19, 2011),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2011/03/19/remarks-president-
libya (2013年３月20日アクセス)
として, 国際社会が一致して行動する必要性を力説した。
(19)
この演説の特徴は, 国家安全保障が直接的に脅かされていなくても, 米
国の利益や価値が関わる場合には, 単独ではなく, 国際協調の枠組みの中
で一定の役割を担う方針を示した点にあった｡「オバマ・ドクトリン」と
の評価もなされたこの戦略方針は, リビアのみならず, その後のマリにお
ける軍事作戦にも適用されることになる。
(20)
さて, リビア内戦は膠着したものの, NATOの支援の下, ８月21日に,
反政府勢力が首都トリポリ (Tripoli) を制圧し, 10月20日には, カダフィ
大佐が自らの出身地であるシルト (Sirte) で殺害されたことで帰結を迎え
た。
2011年10月20日, カダフィの死を受けて会見したオバマは,「今日, 我々
はカダフィ政権が終焉したと明確に認めることができる。(中略) 我々の
リーダーシップが多国籍軍を導くことを助けた。一人の米兵も地上に派遣
せずに目的を達成することができた。NATOの軍事作戦は間もなく終了
することになる。我々は米国の強いリーダーシップを確認することができ
た」として, リビアにおいて米国が果たした役割を誇った。
(21)
論
説
法と政治 65巻 1号 (2014年 5月) 181(181)
(19) Barack Obama (Speech, March 28, 2011),
http://www.whitehouse.gov/photos-and-video/video/2011/03/28/president-
obama-s-speech-libya - transcript (2011年12月22日アクセス)
(20) 『ワシントン・ポスト』紙は, この演説をオバマ外交の特徴が最も鮮
明に示されているとして,「オバマ・ドクトリン」と称している。The
Washington Post, March 29, 2011. (2013年３月12日アクセス)｡「オバマ・
ドクトリン」については, 梅本哲也「オバマ政権の外交・安全保障政策
― 『ドクトリン』, 世界観, 権力政治―」『国際安全保障』第41巻第３号,
2013年；Fareed Zakaria, “Stop Searching for an Obama Doctrine,” The Wash-
ington Post, July 6, 2011. を参照。
(21) Barack Obama (Speech, October 20, 2011),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2011/10/20/remarks-president-
(2) ｢後方からの指揮」を巡る議論
リビア介入を巡り, オバマ政権が後方支援という方針を採ったことに対
して, 米国内では多くの批判が出された。2011年８月21日の反政府勢力
によるトリポリ制圧を受けて, 共同声明を発表した共和党のジョン・マケ
イン ( John McCain) とリンゼー・グラハム (Lindsay Graham) の両上院
議員は, カダフィ政権を打倒したリビアの民衆を称えた上で,「米国が,
カダフィ政権崩壊に貢献したことを誇りに思う。ただ, 米国の圧倒的な空
軍力を十分に使用しなかったことによって, 戦争が長引いてしまったこと
が悔やまれる」と述べ, オバマ政権の消極的な対応を批判した。
(22)
外交問題評議会のエリオット・アブラヒム (Elliott Abrams) も, カダフィ
の殺害を受けて,「米軍が積極的に関与していれば, 戦闘はより早期に終
了し, 死傷者も少なく済んだ」と述べるなど, マケインらと同様の見解を
示している。さらにアブラヒムは, 戦闘が膠着化した結果,「カダフィ政
権の武器, 特に携帯型地対空ミサイルを管理することができなかった」と
して, リビアから拡散した武器が深刻な脅威となると指摘した。
(23)
保守派の論客であるチャールズ・クラウトハマー (Charles
Krauthammer) は,「後方からの指揮」という概念は,「ドクトリンではな
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death-muammar-qaddafi (2011年12月19日アクセス)｡『ガーディアン』紙
によると, ある米国政府高官は,「レーガンがカダフィを標的にした。ブッ
シュがビンラディンを標的にした。オバマが両方とも成し遂げた」と語り,
オバマ政権の成果を誇ったという。The Guardian, August 27, 2011. (2013
年３月23日アクセス)
(22) John McCain and Lindsey Graham (Statement regarding the end of the
Qadaffi regime in Libya, August 21, 2011),
http://www.mccain.senate.gov/public/index.cfm?FuseAction=PressOffice.
PressReleases&ContentRecord_id=ef07da62-0100-107e-d7ac-08531bd793e5
(2013年３月23日アクセス)
(23) CNN, October 24, 2011. (2013年３月21日アクセス)
くスタイルである」と論じた上で, そうした外交姿勢は,「アメリカの国
際的な影響力を低下させる」ものであり,「リーダーシップではなく, そ
の放棄である」と厳しく批判している。
(24)
米国のニュース専門放送局『フォッ
クス・ニュース』で安全保障を担当しているキャスリン・トロイア
(Kathleen Troia) も,「後方からの指揮は, 連合を率いるのではなく, 連
合を導くことに対する我々の影響力を行使するものである。仮に成功した
場合, 勝利を掲げることができる一方で, 失敗した場合には批判を受け入
れない。オバマ政権は, 新たな世界の中で, 衰退する超大国アメリカに適
した方策であると考えている」と否定的な見解を示している。
(25)
トロイアの論考に見られるように,「後方からの指揮」に対する批判の
多くは, オバマ外交が「アメリカ例外主義」を認めず,「米国の衰退を許
容するものである」との観点からなされた。またそうした認識に関連して,
共和党や保守系の言論人からは, オバマ外交が「弱く」かつ「ナイーブ」
であるとする非難も多く示された。
(26)
他方で,「後方からの指揮」と称されたオバマ政権の対応を評価する声
もあった。ジャーナリストのファリード・ザカリア (Fareed Zakaria) は,
「ロバート・ゲーツ (Robert Gates) 国防長官が述べたように, リビアに
米国の死活的利益は絡んでいなかった」と指摘した上で,「人的, および
財政的なコストを抑えることができ, 成功であったと言える。(中略) 今
後も, 我々はこの限定的な介入モデルを続けるべきである」と高く評価し
ている。
(27)
ビル・クリントン (Bill Clinton) 政権で国家安全保障問題を担当
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(24) The Washington Post, April 29, 2011. (2013年３月24日アクセス)
(25) Fox News, September 6, 2011. (2013年３月26日アクセス)
(26) 例えば, Shadi Hamid, “Lessons of the Libya Intervention,” The Atlantic,
August 22, 2011. (2013年３月24日アクセス)；Stanley Kurtz, “Assessing
Libya,” National Review, August 22, 2011. (2013年３月24日アクセス)
(27) CNN, August 23, 2011. (2013年３月21日アクセス)。ザカリアはまた,
していたデヴィッド・ロートコップ (David Rothkopf) は,「後方からの指
揮という表現は軽蔑的なものとなってしまった。だが, 公正に見て, 米国
がリーダーシップを発揮しなかったのではなく, 異なる手法による米国の
リーダーシップが示されたと考える」と述べている。
(28)
また, 従来と比べると米軍の関与は限定的であったが, 後方支援という
対応自体は, 英仏主導の軍事作戦に大きく貢献していた｡『ガーディアン』
紙の副編集長で, 外交問題のコラムニストでもあるサイモン・ティズダル
(Simon Tisdall) は,「ペンタゴンによる NATO支援がなければ, 英仏両
国の戦闘機は, あのような軍事展開をすることはできなかったであろう」
と論じている。
(29)
欧州諸国の中で英仏両国は, 遠方地域に介入する一定のア
ビリティーと意思を持つ代表的な国家であったが, 長期にわたって戦略輸
送や空中給油を継続する能力を欠いていた。リビアで見られた米国による
後方支援の重要性は, 次章で検討するマリ介入においても確認されること
になる。
それでは,「後方からの指揮」について, オバマ自身はどのように認識
していたのであろうか。2011年10月25日, 米国の四大ネットワーク・テ
レビ局の一つ『NBC』の対談番組に出演したオバマは,「後方からの指揮」
について,「メディアが使用したもの」であり,「そのようなフレーズを我々
は使用したことはない」と語った。そして, 安保理決議の採択に至る過程
や, 飛行禁止区域設定時の米軍によるリビア防空施設の破壊といった例を
挙げて,「我々は, 前方から指揮した」と述べ,「後方からの指揮」という
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オバマ政権の外交安全保障政策について,「慎重な費用対効果の計算に基
づき実施されている (中略) 戦略的な抑制という政策は適切かつ賢明であ
る」と語っている。The Washington Post, July 6, 2011. (2014年１月17日ア
クセス)
(28) Politico, August 22, 2011. (2012年11月８日アクセス)
(29) The Guardian, October 13, 2011. (2012年11月８日アクセス)
表現は適切ではないと強調した。また,「軍事費を低く抑えられたことや,
一人の米兵も地上に派遣することなく, 一人の米兵も負傷し, 殺害される
こともなかったこと」から, 今回の関与の形式が「将来的な成功の方策に
なると考える」と語った。
(30)
上記の発言に見られるように, オバマはリビア介入で, 米国が統率力を
発揮したと認識しており, 先のカダフィの死を受けた会見でも,「米国の
強いリーダーシップ」が軍事作戦を成功させたと述べている。また, 翌年
の大統領選挙においても, 一期目の外交的成果として, カダフィ政権によ
る大量虐殺を防ぐために, 国際的な枠組みに基づき「前方から指揮した」
ことを力説していた。
(31)
以上のように, リビア介入を巡る米国の対応については, 論者やその立
場によって評価が大きく異なっている。ただ, その一方で,「後方からの
指揮」に関する議論で共通しているのが, 後方支援という「限定的な関与」
の形が「例外的」であったという点である。戦略研究財団のフランソワ・
エイズブール (Francois Heisbourg) は,「冷戦後の戦争において, 米軍が
参戦したにも関わらず, 米国政府がリーダーシップを取らないと決断し,
さらには, 戦争に対するリスクを共有しなかった初めてのケースである」
と論じている。
(32)
冷戦後, 米国は, 旧ユーゴスラビア解体に伴うボスニアやコソボ紛争で
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(30) Obama on Tonight Show with Jay Leno : Full Transcript, The Washington
Post, October 26, 2011 (2013年３月20日アクセス)。他方で, オバマ政権
は安保理決議採択に至る過程で直前まで極めて消極的であり, リーダーシッ
プを発揮していなかったという指摘もある。Colum Lynch, “The Libya de-
bate : How fair is Obama’s new claim that the U. S. led from the front?” Foreign
Policy, October 23, 2012. (2013年３月23日アクセス)
(31) ABC News, May 23, 2012. (2013年３月25日アクセス)
(32) The New York Times, August 29, 2011. (2013年３月21日アクセス)
NATOの軍事作戦を主導した。また９・11同時多発テロ以降の「テロと
の戦い｣, および2003年のイラク戦争など, 時に単独主義的な行動が批判
されながらも, 一貫して指導的な役割を担ってきた。それゆえに, 本章で
論じたリビアにおける「限定的な関与」という対外姿勢からは, 戦略環境
の変容と共に,「アメリカ後の世界｣,
(33)
あるいは「無極化」
(34)
と称される新た
な国際秩序の一端を窺い知ることもできよう。
３ アフリカにおける「テロとの戦い」
(1) 米アフリカ軍と無人機の展開
本節では, 米国の安全保障政策において, その役割が拡大している米ア
フリカ軍の動向を無人機の展開と合わせて検討する。
米アフリカ軍は, ジョージ・Wブッシュ (George W. Bush) 政権下の
2007年２月に創設され, 翌2008年に活動を開始した。新たな地域統合軍
の創設により, それまで欧州軍 (USEUCOM), 太平洋軍 (USPACOM),
中央軍 (USCENTCOM) に跨って運営されていた対アフリカ政策が一本
化されることになる。
アフリカ軍の司令部は, ドイツのシュトゥットガルト (Stuttgart) に設
置された。
(35)
司令部の設置が, アフリカ以外の地域になったのは, 欧米列強
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(33) Fareed Zakaria, The Post-American World, W. W. Norton & Company,
2009.
(34) Richard N. Haass, “The Age of Nonpolarity,” Foreign Affairs, Vol. 87, No.
3, 2008.
(35) AFRICOMの設置を巡っては, Gilbert L. Taguem Fah, “Dealing with
Africom: The Political Economy of Anger and Protest,” The Journal of Pan Af-
rican Studies, Vol. 3, No. 6, 2010 ; 遠藤貢「オバマ政権の対アフリカ政策
―何かが変わるのか？」『東京大学アメリカ太平洋研究』第10号, 2010年
を参照。
の植民地であった歴史やイラク戦争を巡る反米感情などから, アフリカ諸
国の間に米軍施設の開設に対する警戒感や反対があったことが影響した。
その後, AFRICOM は精力的に活動し, リビア介入でも当初, 多国籍軍を
指揮するなど, 重要な役割を担った。2013年４月からは, リビア介入を
指揮したカーター・ハム (Carter Ham) 陸軍大将に代わり, デイビット・
ロドリゲス (David Rodriguez) 陸軍大将が司令官を務めている。
AFRICOM の指揮下にある軍事施設で中心となっているのが,「アフリ
カの角 (Horn of Africa)」に位置するジプチのキャンプ・レモニエ (Camp
Lemonier) である。
(36)
レモニエの米軍基地は, 2003年に活動を開始し, 海
軍や陸軍, 空軍, 海兵隊など, 軍関係者約4000人が駐留しており, 米国
は使用料として年間3800万ドルをジプチ政府に支払っている。
先述したように, オバマ政権下では無人機の使用が増加しているが,
(37)
ア
フリカの拠点となったのがこのキャンプ・レモニエであった。無人機作戦
の対象エリアは, アフガニスタンやパキスタンだけではなく, アフリカや
中東地域にまで拡大しており, 米国はレモニエから, ソマリアの「アル・
シャバブ (Al-Shabaab)」やイエメンの「アラビア半島のアルカイダ
(AQAP)」といったイスラム過激派勢力に対する攻撃を実施していた。
(38)
キャンプ・レモニエについては, 多くの米国政府高官がその重要性を認
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(36) US Navy Website (Welcome to Camp Lemonnier, Djibouti),
https://www.cnic.navy.mil/regions/cnreurafswa/installations/camp_lemonnier_
djibouti.html (2013年11月５日アクセス)
(37) 米国の無人機としては, プレデター (Predator) やリーパー (Reaper),
グローバルホーク (Global Hawk) などが代表的である。
(38) アフリカにおける代表的なテロ組織としては, ソマリアの「アル・シャ
バブ｣, ナイジェリアの「ボコ・ハラム (Boko Haram)｣, アルジェリアを
拠点とし, マリ北部でも活動する「イスラム・マグレブ諸国のアルカイダ
(AQIM)」などが挙げられる。
めており, 2011年３月からおよそ２年にわたり, アフリカ軍司令部を指
揮したハム元司令官は,「国家安全保障やパワー・プロジェクションにお
ける重要拠点である」として, 同基地の有意性を説いている。国防副次官
補のアマンダ・ドリー (Amanda J. Dory) も,「米国の国益や航海の自由,
パワー・プロジェクションなどの観点から, 極めて重要な位置に存在する」
と述べるなど, レモニエの戦略的価値を評価している。
(39)
国防総省でテロ対策を担当していたルドルフ・アタラ (Rudolph
Atallah) は,「現在, ペンタゴンにとってアフリカは最前線であると共に
中心である。それゆえ, レモニエは最前線であると共に中心になっている」
として, 米国の対アフリカ政策において不可欠であるとの認識を示してい
る。また下院外交委員会は, 2014年度の国防総省の予算に関する添付レ
ポートの中で,「米国の安全保障における国益は, キャンプ・レモニエの
恒久的なプレゼンスによって支えられる」との評価を下している。
(40)
これらキャンプ・レモニエの重要性の高まりと, オバマ政権下における
無人機攻撃の増加は, 一体的なものであると言えた。ジャーナリストのア
ラン・ダウド (Alan W. Dowd) は, 無人機の運用が増加した理由について,
米軍死傷者に対する国内世論の否定的な感情や, 財政悪化に伴う国防予算
の削減といった要因を挙げている。
(41)
９・11同時多発テロ以降, 長期化し
た「テロとの戦い」に伴い, 多数の犠牲者が出ていたことは, アメリカ国
内の厭戦気分を高めていた。それゆえ, 遠隔操作による無人機攻撃は, 米
軍兵士にリスクがないことから, 国内世論を刺激せずに対テロ作戦を遂行
する重要なツールとなっていた。また有人機と比べて, 製造コストを抑え
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(39) The Washington Post, October 25, 2012. (2013年11月５日アクセス)
(40) Los Angeles Times, October 20, 2013. (2013年11月９日アクセス)
(41) Alan W. Dowd, “Drone Wars : Risks and Warnings,” Parameters, Vol. 42,
No 4 /Vol. 43, No 1, 2013, p. 8.
ることが可能であり, 財政的な観点からもメリットがあった。
だが, このような米国側の利点が認められる一方で, 誤爆や巻き添えに
よる民間人死傷者が続出していたことは, 無人機使用に対する国際的な批
判を招いていた。
(42)
英国の NPO「調査報道協会 (BIJ)」は, 2002年以降に
米国の無人機攻撃によって, パキスタンやイエメンで死亡した民間人が
235人に達するとの調査結果を発表した。
(43)
民間人の被害は, 必然的にイス
ラム世界における反米感情をかき立てることになり, 人権団体などからは,
国際法違反の疑いがあるとの声も上がっていた。また, こうした反米感情
がテロ行為を煽っているとして, 無人機攻撃は「逆効果」であるといった
批判もなされた。
高まる批判を受けて, オバマ大統領は, 2013年５月23日, 米国防大学
で「テロとの戦い」に関する新たな指針を発表する。
(44)
オバマは演説の中で,
対テロ作戦を遂行するにあたり, 第一義的にはテロ容疑者の拘束を優先す
るとし, 無人機攻撃を行う場合でも,「米国民に対する継続的かつ差し迫っ
た脅威があるか, 民間人の死傷者が生じないか」といった厳格な基準を適
用すると語った。国際社会における否定的な認識が強まる中, 無人機使用
の厳格化をアピールすることで, そうした批判を軽減しようと考えたので
ある。
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(42) 無人機の使用を巡る議論については, 矢野哲也「米国の無人機による
新たな軍事行動について」『防衛研究所紀要』第15巻第１号, 2012年；Mi-
chael J. Boyle, “The costs and consequences of drone warfare,” International
Affairs, Vol. 89, 2013 ; Micah Zenko, “Reforming U. S. Drone Strike Policies,”
Council on Foreign Relations, January 2013 を参照。
(43) 『産経新聞』2013年５月８日。
(44) Barack Obama (Speech, May 23, 2013),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/05/23/remarks-president-
national-defense-university (2013年８月５日アクセス)
だが他方で, オバマは「潜伏し, 身柄の確保が困難なテロ容疑者」を例
に挙げ, そうしたケースでは, 無人機攻撃が不可欠であると語った。さら
に, アルカイダやタリバンと「戦争状態」にあるため, 無人機攻撃は「合
法」であるとする政府の立場を改めて強調した。このように, オバマ演説
はその使用の厳格化を示しつつも,「テロとの戦い」において, 米国が無
人機攻撃を継続する意思を内外に示すものであった。
さて, ここでキャンプ・レモニエを巡る現在の動向について概観したい。
2012年８月20日, ペンタゴンは米国議会に対して, レモニエを拠点とす
る無人機が, 一日あたり平均16回離陸したとの報告を行った。こうした
頻繁な活動は, いわば必然的に事故のリスクを高めることになる｡『ワシ
ントン・ポスト』紙によると, これまでレモニエでは複数回の無人機事故
が確認されており, その中には, 人的被害は生じなかったものの, ジプチ
市内の住宅地に墜落した実例もあった。
(45)
将来的な事故のリスクを懸念したジプチ政府は, 米国側にレモニエから
の無人機移設を強く要請する。2013年９月, 米国は, ジプチ政府の求め
に応じ, レモニエから5マイル南西のチャベレイ (Chabelley) に無人機を
移設した。
(46)
移設先のチャベレイは, フランス外人部隊の拠点としての歴史
があり, 米国政府は1300万ドルの費用を投じて, 滑走路など, 関連施設
の整備を進めることになった。今後, 同地域における無人機はどのように
展開されるのか, その動向が注目される。
(47)
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(45) The Washington Post, October 25, 2013. (2013年11月５日アクセス)
(46) Foreign Policy Journal, October 25, 2013. (2013年11月４日アクセス)
(47) レモニエは無人機攻撃の拠点となっているが, それ以外の主要な活動
として, 周辺地域で対テロ作戦に従事するアフリカ諸国部隊への軍事訓練
を行っている。また2012年９月11日のベンガジ (Benghazi) 米領事館襲撃
事件を受けて, 大使館員の避難などを目的とする緊急対応部隊が配備され
ている。The Military com, December 18, 2012. (2013年８月７日アクセス)
本節の最後に, アフリカ地域に展開するレモニエ以外の軍事施設につい
て概観すると, AFRICOM 管轄下としては, 小規模の航空施設が複数存在
している。
(48)
エチオピアのアルバ・ミンチ (Arba Minch) には米第17空軍の
施設があり, 無人機リーパーが主にソマリアで活動している。
(49)
アフリカ大
陸東岸約700キロ沖洋上にあるセーシェル共和国の首都ビクトリア (Vic-
toria) にも, 同じくリーパーが配備されている。また, ブルキナファソの
ワガドゥグー (Ouagadougou) には監視・偵察能力を持つU－28Aが配備
されており, ケニアのマンダ・ベイ (Manda Bay) の航空施設では, 2013
年９月に滑走路が拡張されるなど, 機能強化が図られている。
(50)
さらにアフリカ以外でも, 同地域におけるプレゼンスの拡大を受けて,
欧州南部地域の施設が増強されている。米国は冷戦期の拠点であったドイ
ツから, 地中海を挟んでアフリカ大陸を睨むイタリアに兵力をシフトさせ
ており, 戦略環境の変容を見据えたプレゼンスの再構築を急いでいる。
(51)
安
全保障の専門家ダビッド・ヴァイン (David Vine) によると, ペンタゴン
はこれら南方における基地ネットワークの形成に20億ドルの費用をかけ
る方針とのことである。
(52)
財政悪化に伴い, 国防費の削減が進められている
中でのこうした動きからは, 同地域の戦略的重要性の高まりを認めること
ができる。
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(48) The New York Times, July 10, 2013. (2013年８月13日アクセス)
(49) The Washington Post, October 27, 2011. (2013年８月26日アクセス)
(50) Los Angeles Times, October 20, 2013. (2013年11月９日アクセス)
(51) 米軍の無人機は, イタリアの基地からもアフリカに向けて展開してい
る。Gary K. Busch, “The Logistics of The War In The Sahel,” Stability : Inter-
national Journal of Security and Development, Vol. 2, No. 2, 2013.
(52) The Military com, October 16, 2013. (2013年11月２日アクセス)
(2) ソマリアにおける対テロ作戦
本節では, 米国が遂行する「テロとの戦い」において, アフリカの重要
地域となっているソマリアについて検討する。
ジプチと同様に「アフリカの角」に位置するソマリアは, ワシントンに
とって, アフリカへの軍事介入の困難性を想起させる国家であった。冷戦
後, 湾岸戦争の勝利を経て, 唯一の超大国としての威信を高めていた米国
は, 1992年12月, 多国籍軍を率いる形で, 激しい内戦下のソマリアに軍
事介入する。この軍事作戦は, ソマリアの惨状を「国際の平和と安全に対
する脅威」とする国連安保理決議に基づくものであった。
(53)
1993年10月, 米陸軍特殊部隊デルタ・フォース (Delta Force) は, ソマ
リア民兵幹部を拘束する軍事作戦を展開する。だが, ソマリア民兵との間
で激しい戦闘に陥り, 米軍ヘリコプター「ブラック・ホーク (Black
Hawk)」が撃墜されるなど, 米兵18人が犠牲となった。
(54)
その際, 殺害さ
れた米兵の遺体が, モガディシオ (Mogadiscio) 市内を引きずり回される
映像が世界に配信されたことで, 米国民は大きな衝撃を受けた。事態を重
く見たクリントン大統領は, ソマリアからの撤退を決断する。以上のよう
な経験は,「ベトナム・シンドローム」ならぬ「ソマリア・シンドローム」
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(53) ソマリア介入については, Chester A. Crocker, “The Lessons of Soma-
lia : Not Everything Went Wrong,” Foreign Affairs, Vol. 74, No. 3, 1995 ; Walter
Clarke and Jeffrey Herbst, “Somalia and the Future of Humanitarian Interven-
tion,” Foreign Affairs, Vol. 75, No. 2, 1996 ; Robert G. Patman, “Disarming So-
malia : The Contrasting Fortunes of United States and Australian Peace-
keepers during United Nations Intervention, 19921993,” African Affairs, Vol.
96, 1997 ; 滝澤美佐子「人間の安全保障と国際介入―破綻国家ソマリアの
事例から―」望月克哉編『人間の安全保障の射程―アフリカにおける課題
―』IDE－JETRO, 2006年を参照。
(54) この戦闘は,『ブラック・ホーク・ダウン (Black Hawk Down)』とい
うタイトルで, 2001年に映画化された。
として, 米国の対アフリカ政策に影響を与えた。
ソマリアから撤退した米国であったが, 1998年８月のタンザニアおよ
びケニアの両米国大使館爆破事件や, 2001年９月11日の同時多発テロを
経て, この地域に対する関心を再び強めていく。その結果, 米国政府は,
ソマリアで軍事作戦に従事するアフリカ連合 (AU) 軍に対して多額の資
金援助を行うと共に, 軍事活動も再開した。
(55)
ただ, 新たに始まったソマリ
アにおける米国の軍事活動は, 特殊部隊や無人機の展開を除いて, 兵站な
ど後方支援を中心とするものであり, こうした大規模な地上部隊を派遣し
ない関与の形式は, 次節で検討するマリに介入したフランスやアフリカ諸
国部隊に対する支援と共通するものであった。
(56)
次に,「ブラック・ホーク・ダウン」から20年後の動きを概観する。
2013年10月５日, 米軍は, ソマリアとリビアで, 特殊部隊による対テロ
作戦をほぼ同時に実施した。ソマリア南部バラウェ (Baraawe) では, シー
ルズがアル・シャバブ幹部の拘束を目指して, 彼らの拠点を襲撃した。
(57)
だ
がこの作戦は, アル・シャバブ・メンバーとの激しい銃撃戦の末, 失敗に
終わる。
(58)
他方, トリポリでは, デルタ・フォースが, アルカイダ幹部アナ
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(55) アフリカの民主化問題の専門家であるブロンウィン・ブルトン
(Bronwyn Bruton) は, ソマリアにおける米国の目的について,「ソマリア
政府の対テロ作戦における能力の向上と, 国境および海岸線管理の強化,
民主的価値と法の支配を促進させることである」と述べている。United
Press International, October 9, 2013. (2013年11月２日アクセス)
(56) 米軍が抑制的な対応を取っている点について,『ワシントン・ポスト』
紙は,「1993年の『ブラック・ホーク・ダウン』と称された軍事作戦の失
敗から, オバマ政権はソマリアに米兵を配備することを回避している」と
論じている。The Washington Post, October 27, 2013. (2013年８月26日アク
セス)
(57) 2013年９月, ケニアの首都ナイロビのショッピング・モールをアル・
シャバブが襲撃し, 60人以上が死亡していた。
ス・アルリビー (Anas al-Libi) の拘束に成功していた。前者の失敗は, ソ
マリアにおける軍事作戦の困難性を改めて認識させた。
上記のようなテロ容疑者の拘束を目指す動きに対しては, 多くの論者か
ら, 前節で検討した国防大学演説で, オバマが掲げた新たな方針に則った
作戦であるとの指摘がなされた。
(59)
米国のチャック・ヘーゲル (Chuck
Hagel) 国防長官は, 今回の特殊部隊による作戦について,「米国は, テロ
容疑者を拘束する努力を惜しまないという強いメッセージを世界に送った」
と述べ,「テロとの戦い」にかける米国の揺るぎない意思を強調した。
(60)
それからおよそ３週間後の2013年10月28日, 米軍は, 先の作戦とは別
のアル・シャバブ幹部が搭乗した車両に対して, 無人機攻撃を実施した。
(61)
これは,「民間人の死傷者が生じない」という基準が満たされた場合は,
無人機攻撃を実行するとの方針を改めて示したものであった。
オバマ政権が優先するとしたテロ容疑者の拘束は接近戦となる作戦の性
質から, 必然的に米兵の犠牲というリスクを孕むものであった。そのため,
同じく国防大学演説で説かれたように,「身柄の確保が困難なテロ容疑者」
に対しては, 無人機攻撃の可能性が想定されることになる。
(62)
これら一連の
動きには, 国際社会の批判に配慮しつつも, あらゆる手段によってテロ容
疑者を追い詰めるという, 米国の強い姿勢が反映されていると言えよう。
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(58) ソマリアで拘束を目指した幹部は,「イクリマ (Ikrima)」との偽名を
使用しているアブドゥルカディル・モハメド・アブドゥルカディル
(Abdikadir Mohamed Abdikadir) とされている。
(59) National Journal, October 7, 2013. (2013年11月１日アクセス)
(60) The Straits Times, October 7, 2013. (2013年11月１日アクセス)
(61) The New York Times, October 28, 2013. (2013年11月１日アクセス)
(62) 2013年11月１日, 米軍は無人機攻撃により, パキスタン・タリバン運
動 (TTP) の最高指導者ハキムラ・メスード (Hakimullah Mehsud) を殺害
した。BBC, November 2, 2013. (2013年11月２日アクセス)
(3) マリにおける後方支援
本節では, フランスが主導したマリ軍事介入を巡る米国の対応に焦点を
当てて検討する。
2013年１月, マリ北部を実効支配していたイスラム過激派勢力「アン
サルディーン (Ansar Dine)」が中部地域を制圧した。南部に位置する首
都バマコへの侵攻が現実味を帯びてくる中, マリ政府の要請に基づき, 旧
宗主国フランスのオランド政権は軍事介入を決断する。
(63)
オランド政権と同じく, イスラム過激派勢力の動きを危惧した米国は,
フランス軍の介入後直ちに人口衛星や無人機により得た情報をフランスに
提供した。さらに１月21日には, 米アフリカ軍司令部指揮の下, C17グロー
ブマスター (Globemasters) によるフランス軍兵士や防衛装備の輸送支援
を開始する。
(64)
2013年１月26日, パネッタ米国防長官は, ジャン・イヴ・ルドリアン
( Jean-Yves Le Drian) 仏国防相との電話会談で, 空中給油機による支援を
約束した。給油支援は, フランス側の強い要請に基づくものであった。
(65)
翌
27日, 米軍は, 地上に展開する部隊に対して近接航空支援 (Close Air Sup-
port) を行うフランス空軍のラファール (Rafale), およびミラージュ (Mi-
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(63) マリ軍事介入については, Isaline Bergamaschi, “French Military Inter-
vention in Mali : Inevitable, Consensual yet Insufficient,” Stability : Interna-
tional Journal of Security and Development, Vol. 2, No. 2, 2013 ; Roland Marchal,
“Military (Mis) Adventures in Mali,” African Affairs, Vol. 112, 2013 ;	
Heisbourg, “A Surprising Little War : First Lessons of Mali,” Survival, Vol. 55,
No. 2, 2013 を参照。
(64) U. S. AIR FORCE (U. S. planes deliver French troops to Mali, January
25, 2013),
http://www.usafe.af.mil/news/story.asp?id=123333791 (2013年８月22日アク
セス)
(65) Le Parisien, 28 janvier 2013. (2013年１月28日アクセス)
rage) 戦闘機に給油支援を実施する。
前章で述べたように, フランス軍の戦略輸送および給油能力は, 長期に
わたって軍事作戦を遂行する上で十分なものではなく, リビアに続く米国
の後方支援は重要な支援となった。だがその一方で, フランスの強い影響
下にある, アフリカの旧植民地における軍事作戦でありながら, 米国の支
援が必要とされたことは,「欧州の米国依存」という問題が根強く存在す
ることを改めて浮き彫りにした。NATOのアナス・フォー・ラスムセン
(Anders Fogh Rasmussen) 事務総長は, マリを巡るフランス軍の迅速な
動きを評価しつつも,「軍事作戦を実施する上で, 依然として, 欧州の同
盟国が米国の強力な支援を必要としていることを示した」と述べ, 経済危
機の影響もあり, 防衛費を削減している欧州諸国に対して警鐘を鳴らし
た。
(66)
2013年２月, 米国はイスラム過激派勢力の動向を監視する目的で, マ
リの隣国ニジェールのニアメー (Niamey) に無人機基地を設置した。ニア
メーの基地には, 約100人の米空軍兵士が駐留し, 当初プレデターが配備
され, その後は速度や航続距離に優れたリーパーに切り換えられた。
(67)
これ
らニジェールに配備された無人機は, いずれもミサイルを装填していなかっ
た。
米国の無人機基地を受け入れたニジェールのマハマドゥ・イスフ (Mr.
Mahamadou Issoufou) 大統領は, マリからイスラム過激派が侵入し, 国内
が不安定になることを恐れていた。そのため, 米国から基地設置の要請を
受けた際,「武装型」無人機の配備を強く要望した。だが, 米国政府が現
状では「武装型」は必要なく, 政治的にも賢明ではないと判断したことで,
「非武装型」無人機の配備になったとされている。
(68)
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(66) Ahram Online, January 31, 2013. (2013年８月22日アクセス)
(67) News 24, July 12, 2013. (2013年８月22日アクセス)
基地設置を巡り, 米国政府は, 90パーセントがムスリム (Muslim) であ
るニジェール国民から, 激しい反発を受けることを危惧していた。先述し
たように, 同じイスラム圏であるパキスタンでは, 無人機攻撃に巻き込ま
れた民間人死傷者が多数に上っており, 反米感情が激化していた。さらに,
フランスの植民地であった歴史から, ニジェール国民が外国部隊の駐留に
対して複雑な感情を抱いていたことも不安要素となっていた。
だが, そうした感情を持ちつつも, 多くのニジェール国民は AQIMな
どイスラム過激派の脅威が現実的なものであると理解しており, 地域で活
動を活発化させているイスラム過激派の浸透を防ぐためには, 欧米諸国の
協力が不可欠であると考えていた。そのため, 当初懸念されたような混乱
もなく, 無人機基地の設置は実現することになる。
(69)
以上のようなニジェー
ルの基地設置について,『ニューヨーク・タイムズ』紙は,「アフガニスタ
ンにおけるプレゼンスの縮小に伴い, アフリカの優先順位が高まったこと
を象徴している。(中略) 米軍が直接的に戦闘に関与する必要がない場合,
地域の部隊を支援するという新たなテロ戦略である」と論じた。
(70)
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(68) The New York Times, July 10, 2013. (2013年８月13日アクセス)
(69) The Washington Post, March 22, 2013. (2013年８月13日アクセス)
(70) The New York Times, July 10, 2013. (2013年８月26日アクセス)。無人
機を巡っては, 2013年７月, 米国議会がフランスに対する無人機の売却を
承認するという動きがあった。フランス軍も仏製無人機アルファン
(Harfang) を展開していたが, 保有する無人機の数が不足していたことと,
米国製と比べて性能が劣っていたこともあり, 同年６月, 米国政府に対し
て, MQ－9 リーパー12機の購入を打診していた。フランス国防省の高官
は,「我々は米国から無人機の購入を強く望んでいる。何故なら, 我々は,
地上部隊を支援するための無人機が不足しているからである」と率直に語っ
ている。米国から購入した無人機は2013年12月に, マリで運用を開始した。
Reuters, December 19, 2013. (2014年１月24日アクセス)。これより以前,
2012年12月１日, フランスは, 欧州合同プロジェクトにより開発中の無人
機ニューロン ｢nEUROn｣ の飛行に成功していた。各国は, 無人機開発に
さて, 2013年４月上旬に入り, マリに駐留するフランス軍は, 一定の
秩序回復が達成されたとするオランド政権の判断から, 漸進的な部隊の撤
退を開始する。米国防総省の高官は, フランス軍の撤退開始を受けて,
「アフリカ諸国部隊に対テロ作戦を遂行する十分な能力がない」ことから,
「アルカイダ系組織が再びマリ北部を制圧する可能性がある」との懸念を
示した。だが, マリの治安状況を危惧しながらも, 米国自らが地上部隊を
派遣する姿勢を見せることはなかった。
(71)
安全保障の専門家ジェイムズ・ジョイナー ( James Joyner) は, マリと
リビアを巡る米国の動きについて,「直接的な対応を他国に任せて, 自ら
は後方支援に適するといった類似性が認められる」と指摘している。
(72)
こう
した後方支援という「限定的な関与」の方式は, これまで検討してきたよ
うに, 米国の対アフリカ政策に共通するものであった。
(73)
2013年７月１日, すでにマリに展開していた「アフリカ主導マリ国際
支援ミッション (AFISMA)」が,「国連マリ多元統合安定化ミッション
(MINUSMA)」に移行し, 国連平和維持部隊として活動を開始する。新た
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重点をおいており, この分野では, 特に米国とイスラエルの研究・開発技
術が評価されている。France 24, April 8, 2013. (2013年８月22日アクセス)
(71) France 24, April 10, 2013. (2013年８月20日アクセス)。2014年１月の
段階で, フランス部隊はおよそ2500人がマリに駐留している。News 24,
January 17, 2014. (2014年１月18日アクセス)
(72) James Joyner, “Obama Doctrine, Reagan Doctrine,” National Interest,
January 18, 2013. (2013年３月29日アクセス)。
(73) これに関連して, 米国のベン・ローズ (Ben Rhodes) 大統領副補佐
官 (国家安全保障問題担当) は,「米アフリカ司令部は, 幾つかのアフリ
カ諸国の重要なパートナーとなっている。(中略) マリやソマリアなどに
関する米国の軍事支援はすべて, アフリカ諸国自身が指揮しているものに
対して実施されている」と語っている。National Journal, June 27, 2013.
(2013年10月29日アクセス)
に発足したMINUSMAの最初の重要な任務は, 同月末に開催される大統
領選挙の安全な実施を支援することであった。
2013年８月11日, 前月28日の第一回投票に続き, マリ大統領選挙の決
選投票が行われ, イブラヒム・ブバカル・ケイタ (Ibrahim Boubacar
Keita) 元首相が, スマイラ・シセ (Soumaila Cisse) 元財務相を破って当
選を決めた。マリでは, 2012年３月21日に, アマドゥ・サノゴ (Amadou
Sanogo) 大佐主導のクーデターによって, 民主的に選出された政府が転覆
していた。それまで, 米軍はマリ治安部隊の訓練任務に当たっていたが,
軍事クーデター発生国に対する援助を停止するという米国内法に伴い, あ
らゆる支援を取り止めていた。
(74)
マリ大統領選挙を受けて, 米国務省でアフリカ問題を担当しているウィ
ル・スティーブンス (Will Stevens) は,「民主的に選出された政府に戻っ
たことで, 米国はマリへの支援再開を検討する」と語った。
(75)
８月20日,
オバマ大統領も,「選挙の実現によって, マリの民主主義は回復した。(中
略) 我々は, 深く, 幅広い関係を築くために, 新たな政府と密接に協力し
ていくことを期待している」と述べ, 二国間関係の再構築を望む姿勢を示
した。
(76)
2013年９月６日, 米国務省は,「ケイタ元首相の大統領就任式後に, マ
リに対する援助を再開する」と発表する。ただ, 軍事援助については, 情
勢を見極めつつ, さらなる検討を踏まえた上で判断すると語った。
(77)
そして,
９月19日に開催されたケイタの大統領就任式には, フランスからオラン
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(74) Department of State, Fact Sheet : U. S. Relations With Mali, April 30, 2013,
http://www.state.gov/r/pa/ei/bgn/2828.htm (2013年８月21日アクセス)
(75) Rolling Stone, August 16, 2013. (2013年８月21日アクセス)
(76) The Star, August 21, 2013. (2013年８月22日アクセス)
(77) Associated Press, September 6, 2013. (2013年11月12日アクセス)
ド大統領が出席し, 米国からもマリ駐留アメリカ大使マリー・ベス・レオ
ナルド (Mary Beth Leonard) を筆頭とする代表団が参列した。こうして,
米国とマリの関係は大統領選挙を経て, 徐々にクーデター以前の状態に戻
りつつあった。
(78)
お わ り に
本稿で検討したように, アフリカにおける米国の軍事政策は, 無人機や
特殊部隊の展開を除いて後方支援を中心としており, 大規模な地上部隊の
投入など, より直接的な戦闘は, アフリカ諸国や同地域に歴史的な繋がり
を持つフランスが主要な役割を担っている。
(79)
特に, それ以前の政権と比べ
て, オバマ政権における特殊部隊と無人機の使用は際立っており, 米外交
問題評議会 (CFR) のマックス・ブート (Max Boot) 上級研究員は,「これ
までオバマほど特殊部隊の使用を好む大統領はいなかった」と述べてい
る。
(80)
以上のような方針からは, 米国の「死活的な利益」が脅かされていな
い場合, 国際協調の枠組みの中で「限定的に関与する」というオバマ政権
の特質を認めることができる。
さて, アフリカの安全保障環境は, 各国の介入が頻繁になされているに
も関わらず, 依然として不安定な状況にある。2013年12月には, 中央ア
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(78) 2013年12月15日, マリでは, ８月の大統領選挙に続いて, 国民議会選
挙の決選投票も行われた。
(79) アフリカ問題の専門家であるマーク・シュローダー (Mark Schroeder)
は,「[アフリカにおける〕フランスの軍事展開によって米国の負担が軽減
している」と評すると共に,「この地域では, 依然として, フランスの権
益が米国よりも多く存在する」として, フランスが主要な役割を担ってい
る背景を論じている。The Times Herald, January 21, 2014. (2014年１月30
日アクセス)
(80) The Militant, October 21, 2013. (2013年11月２日アクセス)
フリカ共和国で, イスラム教徒主体の武装勢力とキリスト教徒主体の武装
勢力との間で戦闘が激化し, 旧宗主国フランスが国連安保理決議に基づき
介入する事態となった。
(81)
フランス政府の要請を受けて, 米国は AFRICOM
指揮の下, 空輸や給油など, 中央アフリカに展開するフランス軍やアフリ
カ諸国部隊に対する後方支援を開始した。
(82)
マリ介入と同様に, 米仏両国は,
アフリカの秩序形成に対して重要な役割を担っていると言える。
(83)
絶え間ない紛争により, 西アフリカおよび北アフリカの混迷は深まって
いる。様々なアクターが交錯する同地域において, 秩序の安定化を如何に
実現するか, 今後の国際社会の動向に注目したい。
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(81) フランスは中央アフリカの治安回復のため, 1600人の兵力を動員した。
(82) U. S. Air Force Website, (Airmen support peacekeeping efforts in Central
African Republic, December 11, 2013),
http://www.af.mil/News/ArticleDisplay/tabid/223/Article/467717/airmen-
support-peacekeeping-efforts-in-central-african-republic.aspx (2014年１月４
日アクセス)。
(83) 2014年１月24日, ヘーゲル国防長官は, 訪米したフランスのルドリア
ン国防相と会談し,「我々は, 米仏両国の密接かつ, 永続的な安全保障関
係を強化した。(中略) フランスは米国の最も古い同盟国である。我々の
防衛協力は欧州, および世界にとって重要である」と述べると共に, マリ
などアフリカにおける「フランスのリーダーシップ」を称賛した。これに
対してルドリアンは,「マリや中央アフリカで活動するフランスや国連,
アフリカ諸国に対する米国の支援」を「必要不可欠なもの」であるとして,
感謝の意を表明した。同会談では, アフリカの安全保障問題について, 米
仏両国の連携を強化することが確認されている。U. S. Department of De-
fense Website, (Hagel, French Counterpart Discuss Mutual Interests, Chal-
lenges, January 24, 2014),
http://www.defense.gov/news/newsarticle.aspx?id=121540 (2014年１月29日
アクセス)
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Military participation under the Obama Administration
Kentaro YAMAMOTO
Introduction
1 Antiterror Policy of Obama Administration
(1) “Obama’s war”
(2) Bin Laden’s death as a turning point
2 Libya Military Intervention and “Leading from behind”
(1) Military operation of NATO
(2) Argument involving “Leading from behind”
3 “War on terror” in Africa
(1) AFRICOM and Deployment of unmanned aerial vehicle
(2) Antiterrorist operation in Somalia
(3) Logistic support in Mali
Conclusion
It focuses on the military policy of the Obama Administration, involving the
counterterrorism, Africa.
In the case of consideration, the presence of the U. S. which expands in Af-
rica in recent years is examined paying attention to deployment of an un-
manned aerial vehicle, AFRICOM.
After surveying the antiterrorist operation in Afghanistan as an example, the
form of the participation of the U. S. involving Libya, Somalia, and Mali which
resulted in military intervention of the West or African countries is analyzed.
Although Afghanistan is areas other than Africa which this paper observes,
since it is indispensable when you understand the military policy of the pre-
sent government, analysis of the antiterrorist operation called “Obama’s war”
is added to examination.
I would like to discuss the special feature of the policy toward Africa of the
Obama Administration through the above comprehensive considerations.
